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ウ　 まとめ（ ア及びイから考察した現状・ 課題と対応策）

自立支援型地域ケア会議の意義の理解や、 効果的な自立支援型地域ケア会議の実施に向けた取
組は広まってきていると考える。 しかし 、 担当者の異動などにより 、 会議の質の確保が難し く
なっている市町村もある。 また、 個別課題の検討に留まり 、 地域課題の検討まで至らない市町
村が多い。
自立支援型地域ケア会議を効果的に実施し 、 地域課題解決に向けた検討など、 自立支援・ 重度
化防止に向けた取組の更なる促進に向け、 引き続き各種研修や運営アド バイザー派遣を実施
し 、 市町村の実情に応じた支援を行う 必要がある。

自立支援型地域ケア会議に係る取組目標を立てた29市町村の自己評価結果(◎･○･△･×から選
択)は、 ◎13、 ○10、 △4、 ×2であり 、 約8割の市町村が成果を得たと評価している。
事例対象拡大、 モニタリ ングによる継続支援の実施、 研修等を組み合わせることによる関係者
の資質向上など、 各市町村において会議内容の充実に向けた取組が図られている。

保険者である市町村が地域課題を明確化し 、 高齢者の自立支援・ 重度化防止の取組を進めるた
めに、 多職種の専門的な助言のもと検討する自立支援型地域ケア会議が重要であり 、 会議を普
及展開し 、 効果的なものとして定着させるため市町村支援をする必要がある。

　 取組の実施内容、 実績

関係者が自立支援の基礎的概念や重要性について共通認識を持ち、 効果的な自立支援型地域ケ
ア会議を実施できるよう 、 県のマニュアルを市町村及び関係機関に周知した。 自立支援型地域
ケア会議基礎研修や自立支援に資するケアマネジメ ント 研修を実施し 、 関係者の資質向上を
図った。 市町村がケア会議の内容を充実させることができるよう 、 自立支援型地域ケア会議運
営アド バイザーを派遣し 、 各地域の実情に応じた支援を実施した。
また、 関係団体等が連携して市町村支援について協議を行う 自立支援型地域ケア会議運営検討
会を実施した。
さらに、 好事例の水平展開を図るため、 地域包括ケアシステム構築に係る取組事例集を作成
し 、 全市町村及び関係機関に周知した。

　 自己評価

【 自立支援型地域ケア会議実施市町村数】
　 　 R3　 　 　 　 R4　 　 　 　 R5
　 51市町村　 52市町村　 53市町村
新型コロナウイルス感染症の影響により 、 ケア会議実施市町村数の減少みられたが、 各種研修
の実施や保健福祉事務所による支援により 、 実施市町村数が徐々に増加している。
また、 運営アド バイザー派遣回数が前年度の約3倍に増加しており 、 自立支援・ 重度化防止の取
組の更なる推進に向け、 ケア会議を効果的に展開することの重要性の理解が進んできたと考え
る。

イ　 管内保険者の自己評価結果の概要

　 目標を設定するに至った現状と課題

介護保険事業支援計画に記載した、 市町村が行う 自立支援、 介護予防又は重度化防止及び介護
給付の適正化に関する取組の支援についての目標（ 令和５ 年度） に対する自己評価結果

福島県

ア　 取組の支援についての自己評価結果

　 項目名

自立支援型地域ケア会議に係る市町村支援
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※複数項目に分ける場合には、 項目ごと に様式を 分けて記入する。

　 主要５ 事業について全市町村と も ３ 事業以上は実施し ており 、 ４ 事業以上実施は５ ６ 市町村
( ９ ４ ． ９ ％) 　 昨対比＋１ 市町村、 ５ 事業実施は３ ７ 市町村( ６ ２ ． ７ ％) 　 昨対比＋８ 市町村
と なっ た。 未実施の事業については、 実施に向けて検討中であり 、 全事業実施に向けて取り 組
んでいる市町村が多い。 一方、 例年実施し ていた事業が新型コ ロナの影響等により でき なかっ
たと いう 結果も あり 、 実施方法の検討や人員の確保等が課題と なっ ている。

ウ　 まと め（ ア及びイ から 考察し た現状・ 課題と 対応策）

　 未実施事業について実施に向けた検討を行っ ている市町村が多く 、 介護給付適正化事業への
意識の高まり が見ら れる。 また、 研修会等で繰り 返し 促し てき た成果が出てき ており 、 引き 続
き 様々な事業と 関連さ せて市町村支援を行っ ていき たい。
　 ケアプラ ンの点検については、 令和６ 年度に５ 町村の個別支援と 全市町村向け研修会の開催
を予定し ており 、 引き 続き 実施割合の更なる向上と 事業の定着に努めていく 。

　 介護給付の適正化事業は、 「 保険者が自ら 積極的に取り 組むべき も のであり 、 各保険者にお
いて自ら の課題認識の下に取組を進めていく こ と が重要である」 と さ れているが、 本県では特
に小規模保険者等において、 体制等の理由から 保険者単独で効率的・ 効果的に実施するこ と が
難し い状況である。 特にケアプラ ンの点検は、 主要５ 事業の中で優先的に実施するも のと さ れ
ているが、 本県の実施率は全国に比べて低い。 高齢化が進み、 介護給付の適正化に関する取組
の重要性がますます高まる中、 事業をどのよう にし て実施・ 定着さ せていく かが課題である。

　 取組の実施内容、 実績

　 ケアプラ ン点検支援事業と し て、 ケアプラ ンの点検に困難を抱える８ 町村に対し 基本的知識
や点検方法の教示を個別に行い、 実施率の向上と 事業の定着を図っ た。 また、 市町村職員を対
象と し た研修会を実施し 全体の資質向上を図っ た。 縦覧点検・ 医療情報と の突合は費用対効果
が最も 期待でき ると さ れているこ と から 、 優先的かつ効率的な実施を図るため、 主要な４ 帳票
について全市町村分の点検を県から 県国民健康保険団体連合会へ委託し 、 市町村を支援し た。

　 自己評価

【 主要５ 事業の実施市町村数割合】 　 R元実績値 → R4実績値 → R5実績値（ ％）
①要介護認定の適正化　 　 　 　 　 　 　 　 100　 　 　 　 　 100　 　 　 　 　 100
②ケアプラ ンの点検　 　 　 　 　 　 　 　 　 57. 6　 　 　 　  81. 4         86. 4
③住宅改修等の点検　 　 　 　 　 　 　 　 　 69. 4         86. 4         93. 2
④縦覧点検・ 医療情報と の突合　 　 　 　 100          100          100
⑤介護給付費通知　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 66. 1         74. 6       　 78. 0
　 主要５ 事業の実施市町村数が着実に増加し ており 、 研修会等で意識づけを繰り 返し 行っ てき
た効果が出ていると 感じ る。 市町村支援については、 新型コ ロナ流行前と 同様の支援を実施す
るこ と ができ た。 また、 オンラ イ ンの活用や動画視聴等により 市町村が参加し やすい環境での
実施に努めるこ と ができ た。

イ 　 管内保険者の自己評価結果の概要

　 目標を設定するに至っ た現状と 課題

介護保険事業支援計画に記載し た、 市町村が行う 自立支援、 介護予防又は重度化防止及び介護
給付の適正化に関する取組の支援についての目標（ 令和５ 年度） に対する自己評価結果

福島県

ア　 取組の支援についての自己評価結果

　 項目名

介護給付適正化に係る市町村支援
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